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特定建設作業
（建設工事に対する届出について）
要領・様式集
三木市市民生活部環境政策課
　　　　　　　　工事に当たっての注意事項　　　　　　　
　建設工事を行う場合は、次の事項に留意して工事を開始してください。
（１）付近の住民には、事前に工事の概要、作業工程、騒音振動の大きさ等を充分説明してください。
（２）日曜日その他の休日、夜間作業は原則として禁止されていますので、行わないでください。
（３）工事については、なるべく低騒音・低振動の工法を採用し、機械の操作を注意して、行ってください。
①　空ふかしを止める。作業待ち時間は、こまめにエンジンを切る。
②　乱暴な操作や運転は慎む。車両の走行速度はできるだけ遅くする。
（４）現場周辺の道路・進入路の土ぼこりや飛散した土砂等を常に清掃する。
（５）苦情処理の担当者を選任し、苦情には適切な処理をしてください。
（６）事前調査（特定建設材料の使用有無の調査）については、一定の知見を有する者（建築物石綿含有建材調査者等）が行ってください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　様式は、市ホームページからダウンロードできます。
環境政策課のページ⇒生活環境係⇒特定建設作業の届出（要領・様式）
特定建設作業実施届出の要領

建設工事として行なわれる作業のうち、著しい騒音又は振動を発生させる作業で法律や条例に定めるものを特定建設作業（以下「作業」という。）です。
指定地域内（三木市は全域）で、作業を実施する場合は事前に届出が必要ですので、騒音規制法・振動規制法・兵庫県環境の保全と創造に関する条例（以下「県条例」という。）・三木市環境保全条例（以下「市条例」という。）に基づく届出を次の要領で行ってください。
１　届出義務者
作業を伴う工事を施工しようとする元請業者です。
２　届出期限
作業開始の７日前までです。
※　災害その他非常事態の発生により特定建設作業を緊急に行なう必要がある場合は、届出を行い得る状態になり次第速やかに届出してください。
※　作業が１日で終了する場合は、届出の必要はありません。
３　届出書の部数
正・副各１部を作成し、届出してください。副本は、届出日の受付印を押印して、返却いたします。
４　届出書様式
（１）　騒音規制法（様式第９号）
（２）　振動規制法（様式第９号）
（３）　県条例　　（様式第１５号）
（４）　市条例　　（様式第１６号）
５　添付書類
（１）　作業実施場所の付近見取図
（２）　工事工程表（作業の種類別工程表を１ヶ月単位で作成すること。）
（３）　確約書（別紙様式）・周辺住民への事前説明を行なった内容を記載した書面等
（４）　その他参考資料
ア　道路使用または道路占用等の許可（協議）に作業日・作業時間の条件が付された場合は、その写し
イ　その他（工事図面等）
ウ　現場掲示用お知らせ看板「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」の写し（アスベストの事前調査の内容、撤去作業の実施内容を確認します。）
※　届出書・確約書などの様式は、市ホームページからダウンロードできます。
環境政策課のページ⇒生活環境係⇒特定建設作業の届出（要領・様式）
６　届出書の綴じ方（順番）
届出書は、全て日本工業規格Ａ４の大きさに折り、次の順番で綴じてください。




　　　　例　　ひとつの工事で複数の法令に該当する場合の綴じ方
①～④は該当するもののみ添付、⑤～⑦は必ず添付してください。
７　作業の実施の期間
６ヵ月を限度とし、６ヵ月を超える場合は、期間終了の７日前までに再度届出をしてください。
８　問い合わせ・届出先
原則、メールにて届出いただきますようお願いいたします。

〒６７３－０４９２
兵庫県三木市上の丸町１０番３０号
三木市 市民生活部 環境政策課 生活環境係
　メール　tokuteiken@city.miki.lg.jp
電　話　0794－82-2000　内線2378・2384
騒音の特定建設作業一覧
	作業の種類
	騒規法
	県条例
	市条例
	備　考

	アースオーガと併用してくい打機を使用する作業
	－
	◎①
	　①
	・もんけん、圧入式くい打ち機を除く

	くい打機又はくい抜機を使用する作業
	◎①
	　①
	　①
	・もんけんを除く

	くい打くい抜機を使用する作業
	◎①
	－
	－
	・圧入式くい打ち機くい抜き機を除く

	びょう打機を使用する作業
	◎②
	　②
	－
	

	さく岩機を使用する作業
	◎③
	　③
	　②
	・作業地点が連続的に移動する作業で、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50ｍを超える作業を除く

	空気圧縮機を使用する作業
（さく岩機の動力として使用する作業を除く）
	◎④
	　④
	－
	・電動機を使用するものを除く
・原動機の定格出力が15kW未満のものを除く

	コンクリートプラントを設けて行う作業
	◎⑤
	　⑤
	－
	・モルタル製造用を除く
・混練容量が0.45㎥未満のものを除く

	アスファルトプラントを設けて行う作業
	◎⑤
	　⑤
	－
	・混練重量が200㎏未満のものを除く

	バックホウを使用する作業
	◎⑥
	－
	－
	・一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除く
・原動機の定格出力が80kW以上のものに限る

	トラクターショベルを使用する作業
	◎⑦
	－
	－
	・一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除く
・原動機の定格出力が70kW以上のものに限る

	ブルドーザーを使用する作業
	◎⑧
	－
	－
	・一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除く
・原動機の定格出力が40kW以上のものに限る

	ブルドーザー、パワーショベル等の掘削機械を使用する作業（騒音規制法対象となるもの以外に限る）
	－
	◎⑥
	－
	・工事現場において建設資材を運搬する場合、その他掘削以外の作業に掘削機械を使用する場合を含む

	コンクリート造、鉄骨造及びレンガ造の建物の解体作業又は動力、火薬若しくは鉄球を使用して行う作業
	－
	◎⑦
	－
	

	さく井機を使用する作業
	－
	－
	◎③
	

	動力源として発電機を使用する作業
	－
	－
	◎④
	・10kW以上のものに限る


（注）１　◎印の方で提出してください
２　○数字は、法または条例の作業の種類の項番号を示しています。
３　騒規法：騒音規制法
県条例：兵庫県環境の保全と創造に関する条例
市条例：三木市環境保全条例
振動の特定建設作業一覧
	作業の種類
	振規法
	県条例
	市条例
	備　考

	くい打機、くい抜機又はくい打くい抜機を使用する作業
	◎①
	　①
	　①
	・もんけん、圧入式くい打ち機、油圧式くい抜き機、圧入式くい打ちくい抜き機を除く

	鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業
	◎②
	　②
	－
	

	舗装版破砕機を使用する作業
	◎③
	　③
	－
	・作業地点が連続的に移動する作業で、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50ｍを超える作業を除く

	ブレーカーを使用する作業
（手持ち式のものを除く）
	◎④
	　④
	　②
	


（注）１　◎印の方で提出してください
２　○数字は、法または条例の作業の種類の項番号を示しています。
３　振規法：振動規制法
県条例：兵庫県環境の保全と創造に関する条例
市条例：三木市環境保全条例
規制項目及び内容
	
	騒音の基準
	振動の基準
	適用除外

	騒音又は振動の大きさ
	基準値
	８５デシベル
	７５デシベル
	－

	
	測定位置
	敷地境界
	－

	作業時刻
	Ａの区域
	午後７時～翌日午前７時の時間内にないこと
	①②③④

	
	Ｂの区域
	午後１０時～翌日午前６時の時間内にないこと
	①②③④

	１日当たりの作業時間
	Ａの区域
	１日のうち１０時間を超えないこと
	①②

	
	Ｂの区域
	１日のうち１４時間を超えないこと
	①②

	作業期間
	連続６日を超えないこと
	①②

	作業日
	日曜日その他の休日ではないこと
	①②③④⑤


※　適用除外
①　災害その他非常事態の発生により緊急を要する場合
②　人の生命又は身体に対する危険を防止するため必要な場合
③　鉄道又は軌道の正常な運行を確保するため必要な場合
④　道路法による占用許可（協議）又は道路交通法による使用許可（協議）に条件が付された場合
⑤　変電所の工事であって必要な場合
区域の区分
	
	騒音規制法に基づく区域
	都市計画法による用途地域

	Ａの
区域
	第１種区域
	第１種・第２種低層住居専用地域

	
	第２種区域
	第１種・第２種中高層住居専用地域
第１種・第２種住居地域、準住居地域、
市街化調整区域、都市計画区域外

	
	第３種区域
	近隣商業地域、商業地域、準工業地域、
都市計画区域外

	
	第４種区域のうち学校、保育所、病院、診療所、図書館、特別養護老人ホームの周囲概ね80ｍの区域
	工業地域、工業専用地域

	Ｂの
区域
	Ａ以外の区域
	


石綿の事前調査結果の添付について
大気汚染防止法の改正により、令和4年4月1日から、アスベスト調査結果の県・政令市への報告が義務付けられました。
また、令和5年10月1日から、事前調査は厚生労働大臣が定める講習を修了した有資格者が行うこととなりました。
このことから、三木市においても特定建設実施届出書の届出にあたり、石綿の事前調査の内容と撤去作業の実施内容の確認のために、現場掲示用のお知らせ看板「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」の写しの添付を求めます。
なお、石綿の使用が無い場合でも事前調査結果の掲示は必要です。

「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」様式について
　大気汚染防止法では、石綿事前調査結果掲示の様式を定めていません。様式集に参考様式（※環境省　建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアルより）を示していますが、それぞれ類似の様式で提出いただいてかまいません。
大気汚染防止法の改正内容（環境省リーフレットより）

石綿事前調査を要する作業について
	対象物
	対象となる作業

	建築物
	解体又は改修（封じ込め又は囲い込みを含む）作業

	工作物
	

	船舶（鋼製の船舶に限る）
	


※石綿障害予防規則（平成十七年厚生労働省令第二十一号）より
対象物の考え方
	対象物
	対象物の定義

	建築物
	全ての建築物をいい、建築物に設けるガス若しくは電気の供給、給水、排水、換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理の設備等の建築設備を含む。

	工作物
	建築物以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置されているもの又は設置されていたものの全てをいい、例えば、煙突、サイロ、鉄骨架構、上下水道管等の地下埋設物、化学プラント等、建築物内に設置されたボイラー、非常用発電設備、エレベーター、エスカレーター等又は製造若しくは発電等に関連する反応槽、貯蔵設備、発電設備、焼却設備等又はこれらの間を接続する配管等の設備等。

	船舶（鋼製の船舶に限る）
	船体の主たる構造材が鋼製のもの。


※石綿障害予防規則の解説について（令和2年10月28日基発1028第1号都道府県労働局長あて厚生労働省労働基準局長通知）より
石綿等の粉じんが発生しないことが明らかであり事前調査を行う必要はないもの
	ア
	除去等を行う材料が、木材、金属、石、ガラス等のみで構成されているもの、畳、電球等の石綿等が含まれていないことが明らかなものであって、手作業や電動ドライバー等の電動工具により容易に取り外すことが可能又はボルト、ナット等の固定具を取り外すことで除去又は取り外しが可能である等、当該材料の除去等を行う時に周囲の材料を損傷させるおそれのない作業。

	イ
	釘を打って固定する、又は刺さっている釘を抜く等、材料に、石綿が飛散する可能性がほとんどないと考えられる極めて軽微な損傷しか及ぼさない作業。なお、電動工具等を用いて、石綿等が使用されている可能性がある壁面等に穴を開ける作業は、これに該当せず、事前調査を行う必要があること。

	ウ
	既存の塗料の上に新たに塗装を塗る作業等、現存する材料等の除去は行わず、新たな材料を追加するのみの作業。

	エ
	
	国土交通省による用途や仕様の確認、調査結果から石綿が使用されていないことが確認されたaからkまでの工作物、経済産業省による用途や仕様の確認、調査結果から石綿が使用されていないことが確認されたl及びmの工作物、農林水産省による用途や仕様の確認、調査結果から石綿が使用されていないことが確認されたf及びnの工作物並びに防衛装備庁による用途や仕様の確認、調査結果から石綿が使用されていないことが確認されたoの船舶の解体・改修の作業。

	
	a
	港湾法（昭和25年法律第218号）第2条第5項第2号に規定する外郭施設及び同項第3号に規定する係留施設

	
	b
	河川法（昭和39年法律第67号）第3条第2項に規定する河川管理施設

	
	c
	砂防法（明治30年法律第29号）第1条に規定する砂防施設

	
	d
	地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第2条第3項に規定する地すべり防止施設及び同法第4条第1項に規定するぼた山崩落防止区域内において都道府県知事が施行するぼた崩壊防止工事により整備されたぼた山崩壊防止のための施設

	
	e
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第2条第2項に規定する急傾斜地崩壊防止施設

	
	f
	海岸法（昭和31年法律第101号）第2条第1項に規定する海岸保全施設

	
	g
	鉄道事業法施行規則（昭和62年運輸省令第6号）第9条に規定する鉄道線路（転てつ器及び遮音壁を除く）

	
	h
	軌道法施行規則（大正12年内務省令運輸省令）第9条に規定する土工（遮音壁を除く）、土留壁（遮音壁を除く）、土留擁壁（遮音壁を除く）、橋梁（遮音壁を除く）、隧道、軌道（転てつ器を除く）及び踏切（保安設備を除く）

	
	i
	道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路のうち道路土工、舗装、橋梁（塗装部分を除く）、トンネル（内装化粧板を除く）、交通安全施設及び駐車場（①（１）の工作物のうち建築物に設置されているもの、特定工作物告示に掲げる工作物を除く。）

	
	j
	航空法施行規則（昭和27年運輸省令第56号）第79条に規定する滑走路、誘導路及びエプロン

	
	k
	雪崩対策事業により整備された雪崩防止施設

	
	l
	ガス事業法（昭和29年法律第51号）第2条第13項に規定するガス工作物の導管のうち地下に埋設されている部分

	
	m
	液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則（平成9年通商産業省令第11号）第3条に規定する供給管のうち地下に埋設されている部分

	
	n
	漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）第3条に規定する漁港施設のうち基本施設（外郭施設、係留施設及び水域施設）

	
	o
	自衛隊の使用する船舶（防熱材接着剤、諸管フランジガスケット、電線貫通部充填・シール材及びパッキンを除く）


石綿事前調査及び届出に関するフローチャート




















様式第９（第10条関係）
特定建設作業実施届出書
年　　月　　日
三木市長　　　　　　　様
届出者　氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
特定建設作業を実施するので、騒音（振動）規制法第１４条第１項（第２項）の規定により、次のとおり届け出ます。
	建設工事の名称
	

	建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類
	

	特定建設作業の種類
	騒音
	１　くい打機、くい抜機又はくい打くい抜機を使用する作業
２　びょう打機を使用する作業
３　さく岩機を使用する作業
４　空気圧縮機を使用する作業
５　コンクリートプラント又はアスファルトプラントを設けて行う作業
６　バックホウを使用する作業
７　トラクターショベルを使用する作業
８　ブルドーザーを使用する作業

	
	振動
	１　くい打機、くい抜機又はくい打くい抜機を使用する作業
２　鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業
３　舗装版破砕機を使用する作業
４　ブレーカー使用する作業

	特定建設作業に使用される騒音（振動）規制法施行令別表第２に規定する機械の名称、形式及び仕様
	

	特定建設作業の場所
	三木市

	特定建設作業の実施の期間
	自　　　　　年　　　　月　　　　日
至　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　日間

	特定建設作業の開始及び終了の時刻
	作業開始
	作業終了
	作業日
	実働時間

	
	自　　　時
	至　　　時
	
	時間

	
	
	
	日曜、休日を除く
	

	騒音（振動）の防止の方法
	

	発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
	電話番号

	届出者の現場責任者の氏名及び連絡場所
	電話番号

	下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
	電話番号

	下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所
	電話番号

	※受理年月日
	

	※審査結果
	


備考　１　この届出書は、騒音（振動）規制法施行令別表第２に掲げる特定建設作業の種類ごとに提出すること。
２　特定建設作業の種類の欄には、騒音（振動）規制法施行令別表第２に掲げる作業の種類を記載すること。
３　特定建設作業の実施の期間の欄には、その期間中作業をしないこととしている日がある場合は、作業しない日を明示すること。
４　特定建設作業の開始及び終了の時刻の欄の記載にあたっては、作業の開始時刻及び終了時刻並びに実働時間が同じである日ごとにまとめてさしつかえない。
５　※印の欄には、記載しないこと

６　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第15（第16条関係）
特定建設作業実施届
年　　月　　日
三木市長　　　　　　　様
届出者　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　電話　（　　　　　）　　　　‐　　　　　番
特定建設作業の実施について、環境の保全と創造に関する条例第５９条第１項（同条第２項）の規定により、次のとおり届け出ます。
	建設工事の名称
	

	建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類
	

	特定建設作業の種類
	１　アースオーガ併用のくい打機を使用する作業
６　掘削機械を使用する作業
７　建物の解体作業

	特定建設作業に使用される機械の名称、型式及び仕様
	

	特定建設作業の場所
	三木市

	特定建設作業の実施の期間
	自　　　　　年　　　　月　　　　日
至　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　日間

	特定建設作業の開始及び終了の時刻
	作業開始
	作業終了
	作業日
	実働時間

	
	自　　　時
	至　　　時
	
	時間

	
	
	
	日曜、休日を除く
	

	騒音振動の防止の方法
	

	発注者の氏名又は、名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
	電話（　　　　）　　　‐　　　　　番

	届出者の現場責任者の氏名及び連絡場所
	電話（　　　　）　　　‐　　　　　番

	下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
	電話（　　　　）　　　‐　　　　　番

	下請負人が特定建設作業を実施する場合にあっては、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所
	電話（　　　　）　　　‐　　　　　番

	備考
	


様式第16号
特定建設作業（緊急）実施届出書
年　　月　　日
三木市長　　　　　　　様
届出者　住所（法人にあっては所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
三木市環境保全条例第４２条第１項（第２項）の規定により、次のとおり届出します。
	建設工事の名称
	

	建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類
	

	特定建設作業の場所
	三木市

	特定建設作業の種類
	３　さく井機を使用する作業
４　動力源として発動機（10キロワット以上のものに限る）を使用する作業

	特定建設作業に使用される機械の名称、型式及び仕様
	

	発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
	電話番号

	届出者の現場責任者の氏名及び連絡場所
	電話番号

	下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
	電話番号

	下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所
	電話番号

	特定建設作業の実施の期間
	自　　　　　年　　　　月　　　　日
至　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　日間

	特定建設作業の開始及び終了の時刻
	作業開始
	作業終了
	作業日
	実働時間

	
	自　　　時
	至　　　時
	
	時間

	
	
	
	日曜、休日を除く
	

	騒音、振動等の防止方法

	（備考）


（注）１　特定建設作業の種類の欄には、三木市環境保全条例別表第３に掲げる作業の種類を記入すること。
２　特定建設作業の実施の期間の欄には、その期間中作業をしないこととしている日がある場合、作業しない日を明示すること。
３　特定建設作業の開始及び終了の時刻の欄の記載にあたっては、作業の開始時刻及び終了時刻並びに実働時間が同じである日ごとにまとめてさしつかえない。
４　届出書は、日本産業規格Ａ４サイズでとじること。
工事工程表



	          　　月
　　　　　日・曜日
作業項目
	　　　　　月
	　　　　　月
	　　　　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（以下省略）
（この様式は例ですので、それぞれ類似の様式で提出いただいてかまいません）
確　　約　　書
三　木　市　長　　様
　　　年　　　月　　　日
所在地
名　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
下記のとおり、責任をもって履行することを確約いたします。
記
１　事前に工事内容等を周辺住民に説明し、万一、苦情があった場合は、工事施工者に
　おいて責任を持って対処いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

石綿含有吹付け材、石綿含有保温材等の除去等を含む作業（届出対象）記入例（この様式は例ですので、それぞれ類似の様式で提出いただいてかまいません）

	建築物等の解体等の作業に関するお知らせ
本工事は、石綿障害予防規則第4条の2及び大気汚染防止法第18条の15第6項の規定による事前調査結果の報告注1）、労働安全衛生法第88条第3項（労働安全衛生規則第90条第五号の二、第五号の三）の規定による計画の届出及び大気汚染防止法第18条の17第1項の規定による作業実施の届出を行っております。

石綿障害予防規則第3条第8項及び大気汚染防止法第18条の15第5項及び同法施行規則第16条の4第二号の規定により、解体等の作業及び建築物の

特定粉じん排出等作業について以下のとおり、お知らせします。

　事業場の名称：
届出先及び
届出年月日
令和○○年○○月○○日
発注者または自主施工者
都・道・府・県
市・区
令和○○年○○月○○日
氏名又は名称（法人にあっては代表者の氏名）

調査終了年月日
令和○○年○○月○○日
　
看板表示日
令和○○年○○月○○日
住所
解体等工事期間
令和○○年○○月○○日
～
令和○○年○○月○○日
　
石綿除去（特定粉じん排出）作業等の作業期間
令和○○年○○月○○日
～
令和○○年○○月○○日
調査方法の概要（調査箇所）
元請業者（工事の施工者かつ調査者）

【調査方法】
【調査箇所】
氏名又は名称（法人にあっては代表者の氏名）

調査結果の概要（部分と石綿含有建材（特定建築材料）の種類、判断根拠）

住所
【石綿含有あり】
【石綿含有なし】○数字は右下欄の「その他の事項」を参照
現場責任者氏名
連絡場所TEL
調査を行った者（分析等の実施者）

氏名又は名称及び住所
石綿除去等作業（特定粉じん排出等作業）の方法
事前調査・試料採取を実施した者
分析を実施した者
石綿含有建材（特定建築材料）の処理方法
除去　・　囲い込み　・　封じ込め　・　その他
集じん・排気装置
機種・型式・設置数
・機種：　　　　　　　・型式：　　　　　　　　・設置数：　　　台
排気能力（㎡/ｍｉｎ）
使用するフィルタの種類及びその集じん効果（％）

使用する資材及びその種類
その他事項
調査結果の概要に示す「石綿含有なし」に記載された〇数字は、以下の判断根拠を表す
①目視　②設計図書　③分析　④材料製造者による証明
⑤材料の製造年月日
その他の石綿（特定粉じん）の

排出又は飛散の抑制方法
備考：その他の条例等の届出年月日
　



注１）工事に係る部分の床面積の合計が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額100万円以上の建築物の改修等工事等の場合
注2）封じ込め工法や囲い込み工法を行う場合の記載例
※掲示サイズは（横420mm以上、縦297mm以上）
石綿含有成形板等、石綿含有仕上塗材の除去等作業（届出非対象）記入例（この様式は例ですので、それぞれ類似の様式で提出いただいてかまいません）
	建築物等の解体等の作業に関するお知らせ
本工事は、石綿障害予防規則第4条の2及び大気汚染防止法第18条の15第6項の規定による事前調査結果の報告を行っております。注）
石綿障害予防規則第3条第8項及び大気汚染防止法第18条の15第5項及び同法施行規則第16条の4第二号の規定により、解体等の作業及び建築物の

特定粉じん排出等作業について以下のとおり、お知らせします。

　事業場の名称： 

調査終了年月日
令和○○年○○月○○日
発注者または自主施工者
氏名又は名称（法人にあっては代表者の氏名）

看板表示日
令和○○年○○月○○日
　
住所
解体等工事期間
令和○○年○○月○○日
～
令和○○年○○月○○日
　
石綿除去（特定粉じん排出）作業等の作業期間
令和○○年○○月○○日
～
令和○○年○○月○○日
調査方法の概要（調査箇所）
元請業者（工事の施工者かつ調査者）

【調査方法】
【調査箇所】
氏名又は名称（法人にあっては代表者の氏名）

調査結果の概要（部分と石綿含有建材（特定建築材料）の種類、判断根拠）

住所
【石綿含有あり】
【石綿含有なし】○数字は右下欄の「その他の事項」を参照
現場責任者氏名
連絡場所TEL
調査を行った者（分析等の実施者）

氏名又は名称及び住所
事前調査・試料採取を実施した者
分析を実施した者
石綿除去等作業（特定粉じん排出等作業）の方法
石綿含有建材（特定建築材料）の処理方法
除去　・　その他
特定粉じんの排出又は飛散の抑制方法
使用する資材及びその種類
その他事項
調査結果の概要に示す「石綿含有なし」に記載された○数字は、以下の判断根拠を表す
①目視　②設計図書　③分析　④材料製造者による証明
⑤材料の製造年月日
備考：その他の条例等の届出年月日
　



注）工事に係る部分の床面積の合計が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額100万円以上の建築物の改修等工事等の場合
※掲示サイズは（横420mm以上、縦297mm以上）
石綿使用なし記入例（この様式は例ですので、それぞれ類似の様式で提出いただいてかまいません）
	建築物等の解体等の作業に関するお知らせ
本工事は、石綿障害予防規則第4条の2及び大気汚染防止法第18条の15第6項の規定による事前調査結果の報告を行っております。注）
大気汚染防止法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則及び条例等に基づく調査結果をお知らせします。
　事業場の名称： 

調査終了年月日
令和○○年　○月　○日
元請業者（解体等工事の施工者かつ調査者）
看板表示日
令和○○年　○月　○日
氏名又は名称（法人にあっては代表者の氏名）

解体等工事期間 ： 

令和○○年　○月　○日
～

令和○○年　○月　○日
調査方法の概要（調査箇所）
【調査方法】
【調査箇所】
住所
現場責任者氏名
連絡場所TEL
調査結果の概要（部分と石綿含有建材（特定建築材料）の種類、判断根拠）

石綿は使用されていませんでした。（特定工事に該当しません）
【石綿含有なし】○数字は右下欄の「その他の事項」を参照
調査を行った者（分析等の実施者）

氏名又は名称及び住所
事前調査・試料採取を実施した者
分析を実施した者
その他事項
調査結果の概要に示す「石綿含有なし」に記載された○数字は、以下の判断根拠を表す
①目視　②設計図書　③分析　④材料製造者による証明
⑤材料の製造年月日



注）工事に係る部分の床面積の合計が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額100万円以上の建築物の改修等工事等の場合
　　※掲示サイズは（横420mm以上、縦297mm以上）
令和６年６月２４日改訂





保存版





該当する書類


のみ添付





②県条例





①騒音・振動規制法





④お知らせ看板の写し


※「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」





⑤工事工程表





③市条例





⑦確約書等





⑥付近見取り図





非飛散性アスベスト有


・延べ床面積が80㎡以上の場合、「特定工作物解体工事等の届出」が必要


※相談・提出：北播磨県民局環境課





飛散性アスベスト有


・「特定粉じん排出等作業の届出」が必要


※相談：北播磨県民局環境課


　提出：三木市環境政策課





アスベスト無





石綿等の使用の有無の調査（事前調査）の対象


特定建設作業実施届出書への現場掲示用のお知らせ看板「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」の写しの添付が必要





調査結果の報告は不要


※調査結果の作業現場での掲示は必要








調査結果を石綿事前調査結果報告システムで報告が必要


※都道府県又は大気汚染防止法政令市宛て





YES





NO





・建築物を解体する作業を伴う建設工事であり、当該作業の対象となる床面積の合計が80㎡以上であるもの


・建築物を改造し、又は補修する作業を伴う建設工事であり、当該作業の請負代金の合計額が100万円以上であるもの


・工作物を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事であり、当該作業の請負代金の合計額が100万円以上であるもの





NO





事前調査　不要


特定建設作業実施届出書への現場掲示用のお知らせ看板「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」の写しの添付は不要





YES





・既存の建築物等の解体又は改修を伴わない新築工事である。


・除去等を行う材料が、木材、金属、石、ガラス、畳、電球等の石綿等が含まれていないことが明らかなもので、手作業や電動ドライバー等により容易に取り外すことが可能である等、当該材料の除去等を行う時に周囲の材料を損傷させるおそれのない作業である。


・釘を打って固定する、又は刺さっている釘を抜く等、材料に、石綿が飛散する可能性がほとんどないと考えられる極めて軽微な損傷しか及ぼさない作業である。


・既存の塗料の上に新たに塗装を塗る作業等、現存する材料等の除去は行わず、新たな材料を追加するのみの作業である。


・国土交通省等による調査結果から石綿が使用されていないことが確認された工作物等である。





特定建設作業にかかる規制の仕組み





２





１





START





基準に適合しているか





作業は、その日の内に終わるか





いる





YES





いない





NO





生活環境が著しく損なわれているか





法律に定める特定建設作業か





いない





NO





いる





条例に定める特定建設作業か





YES





改善勧告





NO





YES





いる





勧告に従っているか





500m以内に住居その他居室があるか





NO





いない





改善命令





YES





条例に基づく届出


（７日前までに）





法に基づく届出


（７日前までに）





いる





命令に従っているか





作　業　開　始





いない





作業続行





罰則の適用





２





届出不要





１





　　　　年　　　月　　　日から





　　　　年　　　月　　　日まで　　　　　日分








